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イナカレッジ研修会 （2021.6.4）

関係人口が与える
地域の前向きな変化

小田切 徳美
（明治大学）
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■｢関係人口｣論の登場
〇「関係人口」の提起
・指出一正氏（「ソトコト」編集長）

・高橋博之氏（「東北食べる通信」編集長）

〇その意味
・「関係人口とは、言葉のとおり『地域に関わってくれる人口』のこ
と。自分でお気に入りの地域に週末ごとに通ってくれたり、頻繁
に通わなくても何らかの形でその地域を応援してくれるような人
たち」（指出『ぼくらは地方で幸せを見つける』ポプラ新書）
＝「定住人口」でも「交流人口」でもない人々
・ただし、「交流人口」概念は本来はもっと多義的なもの
→その後、「観光人口」の意味に傾斜
⇒関係人口＝再定義された「交流人口」

⇒関係人口

１．関係人口の概念と課題
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■移住の段階性－関係人口から見えるもの
・あたかも階段のように、地域への関わりを深めるプロセス
＝関わりの階段

・従来は無関係→定住という飛躍（移住プロセスのスキップ）を前提
・関わりの階段の事例
観光地（目的地）への移動中の偶然の訪問を契機に
①地域の特産品購入
②地域への寄付（ふるさと納税等）

③頻繁な訪問（リピーター化）

④ボランティア活動
⑤二地域居住（準定住）

⑥定住

１．関係人口の概念と課題
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■その意義
１．移住政策の精緻化
→段差を低くする＝次の段階への移動を円滑化

２．多様な移住プロセスの見える化
①関与・関係併進型（「関わりの階段」モデル）
・関心を関与がパラレルに増大
・想定される標準(理想)型
②関心先行型
・地域への思い→移住
・有機農業のための移住に事例
③関与先行型
・移住→地域への思い
・スポーツ移住に事例（ex.サーフィン移住）

３．ひとりの人間の複数地域への多様な関わり
→国内人口の「奪い合い」志向からの脱却

１．関係人口の概念と課題



■関係人口のさらなる多様性
・関係人口論の最大の貢献
＝従来意識されていない類型の析出を可能としたこと

・ふたつのパターン
①移住しない関係人口
・移住を前提としない移動
＝（狭義）関係人口（イナカレッジの理解）

・課題解決への高い貢献意識
・地域サイドは「定住しないな
ら係わる必要はない」と排除
しないことが必要
②逆流関係人口
・いわゆる「風の人」（田中輝美氏）
・他地域に移住しながらも地域に係わる
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■関係人口の登場とその形成要因
①若者ライフスタイルの多様化（「人生複線化」「アドレスホッパー」等）

②SNSによる関わり手段の高度化（情報入手を含め）

③関わり価値の発生
・関係性を持つこと自体に価値が生まれる

「これからは、仕事の場、雇用の場がある地域よりも、なにか
しら新たな仕事をつくっていくことができる土壌に、意識や志
の高い人びとが引き寄せられていくのではないだろうか」
「『ソーシャルに働く』という意味は、他者のため、地域のため
にという直接的な動機よりも、他者と関係性を築くこととそのプ
ロセスに重きが置かれている」（松永桂子－松永・尾野寛明『ローカルに
生きる・ソーシャルに働く』農山漁村文化協会、2016年）

・「若者は関係性を作ることにカネを払う時代」（指出氏）

１．関係人口の概念と課題



7

■国土交通省報告書（2021年３月公表、小田切が座長）
※是非ご覧ください（以下の「３」「４」の報告もその部分的紹介）

1. 関係人口とは何か
1.1. はじめに
1.2. 人口減少と関係人口
1.3. 関係人口の全体像
1.4. 関係人口の基本的性格
1.5. 関係人口の動態 .

1.6. 新型コロナウイルスの感染拡大が関係人口に及ぼした
影響を踏まえた今後の展開

2. 関係人口と地域づくり
2.1. 地域づくりにおける“関わりしろ”
2.2. 地域づくりの新たな担い手
2.3. 関係人口と創り上げる新しい内発的発展
3. 関係人口の拡大・深化に向けて
3.1. 関係人口の持続化（地域と関係人口の適切な距離感）
3.2. 地域と関係人口のつながりの創出
3.3. シェアリングと関係人口..

4. 議論のまとめ

２．関係人口の量と質
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■報告書の特徴
１．「関係人口」のための関係人口論ではなく、国民生活論、地域
再生論としての関係人口

２．関係人口の定量化

２．関係人口の量と質
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■主に明らかになったこと
①三大都市圏では（18歳人口約4,678万人）のでは、約18％（約861万
人）が関係人口として、日常生活圏、通勤圏等以外の特定の地域
を訪問している。

②その内訳（訪問系に限定）は、直接寄与型（地域のプロジェクトの企
画・運営、協力・支援等）301万人（6.4％、全住民に対する割合）、趣
味・消費型２３３万人（5．0％）、参加・交流型１８９万人（4．0％）、テ
レワーク的就労型８８万人（1．9％）等となっている。

③関係人口（訪問系）が関わる地域は、同じ大都市圏内であることも
多く、「都市内関係人口」の存在が浮かび上がってくる。しかし、そ
れでも「三大都市圏の都市部」以外に関わり、訪問する人々は約
448万人いる。

④人口あたり関係人口が多い市町村では、人口の転入超過傾向も強
く、関係人口の大きさと移住の活発さには関係があることがわかる。

２．関係人口の量と質
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■関係人口の計測
・15万人のweb調査による計測（三大都市圏＋その他地域、2020年9月）
・関係人口（訪問系）＝約1828万人（17.2％－分母は18歳以上の国内居住者）
・うち直接寄与型（プロジェクトの企画、運営、協力、支援等）＝625万人（5.9％）

↓ 三大都市圏 ↓その他地域

２．関係人口の量と質
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■関係人口のペルソナ分析

２．関係人口の量と質
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■関係人口（直接寄与型）の関係先
・三大都市圏→農山漁村＝9.9％ （「わずか・・・」日本農業新聞）

→実数＝44万人（≓1集落当たり4名）
※「農的関係人口」が確かに、しかも大量に存在する

２．関係人口の量と質
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■その関係先の分布
・有名市町村の関係密度は高い
（北海道上川町、ニセコ町、岡山県西粟倉村、鳥取県智頭町・・・・）

・「まだら状」（ただし、移住とは異なり「西高東低」型ではない）

２．関係人口の量と質
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■関係人口と移住の関係
・関係人口密度が大きな市町村では人口の転入超過も頻繁に発
生している。

２．関係人口の量と質
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２．関係人口の量と質

『町村週報』2021年
3月15日号
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■関係人口の「関わり」による地域変化

・「オープン地域」の形成＝重要なのはそのプロセス

３．関係人口と地域再生－「前向きな変化」とは？－
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■そのプロセス
①ステップ1－地域に人を呼び込む
（関係案内人・中間支援組織も役割）

地域側にとっては、関係人口という“よそ者”が地域に入り込むこ
とに不安を感じる場合があることから、関係人口の身元を保証する
ことが必要となる。信頼がある人からの紹介であれば、関係性が深
まりやすいことから、地域の人と関係人口をつなぐ役割を果たす関
係案内人や中間支援組織の信頼性の確保が重要となる。また、関
係案内人、中間支援組織等は、都市と地方の｢翻訳｣を行うという観
点から、都市側と地方側の両方の視点で地域を客観的に俯瞰する
ことが求められ、都市側のシーズと地域側のニーズを調整する役
割を担う。知名度の低い地域に関係人口を誘導する場合は、関係
案内人、中間支援組織等の役割がさらに大きくなる。

３．関係人口と地域再生－「前向きな変化」とは？－
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■そのプロセス
②ステップ－関係人口の取組を地域に見せる
（関係人口に対する地域の理解醸成）

関係人口を迎えるに当たっては、必ずしも地域全体の合意形
成は必要ではなく、関係人口が地域住民と共に行っている取組
について、地元メディアや行政の広報誌等を通じて情報発信を
行うことにより（メディアや行政が関係人口を取り上げることによ
り、関係人口に対する安心感及び理解が向上することにより）、
関係人口が地域に存在することの効果（メリット）を体感・実感し
てもらうことが重要である。成功体験の積み重ねが重要であり、
地域の一部で関係人口を受入れ、その効果を周囲が実感するこ
とが合意形成につながる。

３．関係人口と地域再生－「前向きな変化」とは？－
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■そのプロセス
③ステップ３－地域（人）が地域の問題を自分事として捉えていく

地域づくりの主体は地域住民であり、このことを再確認する必
要がある。地域づくりに参加していない地域住民を地域づくりに
誘導することも重要である。その上で、関係人口を単なる労働力
やお客様ではなく、対等な立場で地域づくりを行うプレイヤーと
認識し、関係人口に頼りすぎない意識を持つことが求められる。
関係人口が地域で行っている取組に地域住民が触れることによ
り、地域づくりを自分事として捉えていくなど、地域住民の意識が
変容していくことが重要である

３．関係人口と地域再生－「前向きな変化」とは？－
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■「かかわりしろ」について
○「かかわりしろ」の新しいイメージ（従来のイメージ＝「地域課題」）
＝地域と関係人口がお互いの弱いモノを交換するような場
・ 地域と関係人口が困っていることや不安なこと（＝“弱さ”）をお互いに出し
合った上で、交換することにより、お互いの強さに変換
・ お互いの“弱さ”を交換することは、お互い諦めていたが本心では望んで
いたものの交換であり、等価性の高い交換が行われる

○「かかわりしろ」の見つけ方
・関係人口にやってほしいこと、一緒にやりたいこと等の棚卸を地域が行い、
地域における役割の受け皿をつくり、関係人口と連携・協働する取組
・地域（人）が関係人口と連携・協働したいことを予め整理し、中間支援組織、
関係案内人等が地域の課題を可視化した上で、都市側から地域に関係人
口を誘因
・ 地域側の視点では価値のないように思われるものについても、都市側の視
点ではお金を払ってでも経験したいと考えている人が存在

３．関係人口と地域再生－「前向きな変化」とは？－
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■関係人口をめぐる政策的課題
①つながりサポート機能強化の政策化（新たな政策領域としての認識）
・全国、地域レベルの中間支援組織とコーディネーターの育成
②関係人口の「受け皿」としての「ふるさと住民」の制度化
〇古くは福島県三島町(1974年から）
ふるさと運動の発祥の地／特別町民制度

〇最近では鳥取県日野町、徳島県佐那河内村等
←「構想日本」の提言（2015年）と実践

〇日野町の実践例（ふるさと住民の「関わり」）
同町の地方創生総合戦略の検証・見直しへの参加
町民とふるさと住民との交流会の実施
モニターとして町の新特産品に対する意見の公募

③ふるさと納税の「関係人口論的運用」
・プロジェクトへの寄付（政策を競う）
・プロジェクトの成果としての返礼品
・より関係を強めるための情報提供
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４．関係人口をめぐる政策課題



■まとめ－田園回帰・関係人口は「まだら状」に発生
○その要因＝地域づくりと田園回帰・関係人口の好循環

①「地域づくり」の実践が人を呼び込む
②移住者・関係人口が地域づくりを刺激し、活動を活発化

○その結果
「前向きの人」の地域←<格差>→「愚痴の人」の地域
→地方部内部における格差拡大
むら・むら格差の発生←まち・むら格差（都市・農村格差）

＝条件不利地域振興立法では対応できない

⇒〈東京圏一極集中〉と〈田園回帰傾向〉の併存（トレードオフでない）

地域問題の新局面
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５．「関係人口」の先を考える－「にぎやかな過疎」へ－



■農山漁村で形成され始めた新しい地域像
○多自然型低密度居住地域（コロナ禍で新しい価値）
・その内実＝人口減・人材増
⇒「にぎやかな過疎」（ここでは人口は主要な指標ではない）

○その事例（報告者が近年歩いた範囲内）

北海道ニセコ町、福島県三島町、愛知県東栄町、鳥取県智頭町、
島根県邑南町、岡山県西粟倉村、山口県周防大島町、徳島県美波町・・・

○徳島県美波町が「にぎやかな過疎」宣言（「にぎやかそ」、2018.12.1）

【その様子は映画に】
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５．「関係人口」の先を考える－「にぎやかな過疎」へ－



■「にぎやかな過疎」
○本質＝多様なプレーヤー（人材）の交錯
①（地域づくりに取り組む）地域住民＋新しいコミュニティ
②（地域で「しごと」をつくる）移住者
③（「何か関われないか」と動く）関係人口
④（SDGsで機関投資家を意識し、地域貢献を探る）民間企業
⑤NPO・大学・・・・

○特徴
①人口減だが、地域はガヤガヤ(人口減・人材増)
②人が人を呼ぶ、しごとがしごとを創る
③多様な人材の「ごちゃまぜ」の場（地域の縁側）

（北海道ニセコ町中央倉庫・HPより）

※ポストコロナ期における地方部のあるべき姿

24

５．「関係人口」の先を考える－「にぎやかな過疎」へ－


